
「知」の集積と活⽤の場における知的財産の取扱いについて

○ 近年の農林水産業・食品産業のグローバル化を踏まえたビジネスモデルの構築とそれを支える知的
財産マネジメントの重要性を強調。

○ 戦略の実施期間は平成３１年度までの概ね５年間。ＰＤＣＡで随時点検し、必要に応じて戦略の見
直しを実施。

技術流出対策・ブランドマネジメント
技術流出や海外市場における模倣等への対策事

例を踏まえ、適切なビジネスモデルの策定とそれ
を支える知的財産マネジメントの重要性を普及啓
発。

国際標準の戦略的な活用
HACCPをベースとした食品安全管理に関する

規格・認証の仕組みを日本発で構築し、それを国
際的に通用するように普及すべく、官民が連携し
て推進。

農林水産分野におけるＩＣＴの活用
農業分野へのICTの導入によって生じたデータ

の知的財産上の取扱いに関するガイドラインを策
定し、ビッグデータの活用等を推進。

研究開発における知的財産マネジメント
秘匿化や独占的な許諾も選択肢として、事業の

成功を通じた社会還元を加速化する観点から、各
研究機関における知的財産マネジメントを推進。

知的財産の活用による海外市場開拓
日本食・食文化の魅力発信、輸出促進ロゴマー

クの活用等による海外市場の開拓。
JETRO等の関係機関との連携、農林水産・食

品知的財産保護コンソーシアムの取組により、巧
妙化する模倣品に迅速かつ的確に対応。

伝統や地域ブランドの活用
地理的表示保護制度について、迅速かつ公平な

登録審査の実施、不正使用の取締り等により、制
度の信頼を確保。また、GIマークの活用等により
輸出を促進。

種苗産業の競争力強化
東アジア植物品種保護フォーラムの戦略的展開

により、アジアにおける品種保護制度の整備・拡
充を推進。

遺伝資源の確保の困難化や育種競争の激化など
の共通課題の解決に向けた取組体制の構築。

知的財産に関する啓発及び人材育成
農業関係者に対し、知的財産の重要性について

啓発するとともに、知的財産マネジメントを理解
し活用できる啓発人材の育成を推進。

資料４
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• 商品化・事業化に有効な知的財産戦略を研究開発の企画・立案段階から描き、研究開発を効果的・効率的に推進。

• 秘匿化や独占的な許諾も選択肢として、事業の成功を通じた社会還元を加速化する観点から、各研究機関における
知的財産マネジメントを推進。

• 農林水産研究において戦略的な知的財産マネジメントに取り組むための新たな指針を策定予定。

研究開発における戦略的な知的財産マネジメントの推進

農林水産研究における知的財産マネジメントの例 地域農業研究センター等における知的財産マネジメント体制の充実

公設試

大学

民間企業
等

産学官連携に係る専任
のコーディネーター（新設）

 保有知的財産のＰＲ
 保有知的財産の実施許諾の調整

 外部の目利き人材との連携
 民間企業との共同研究

等

農研機構の
各地域農業研究センター等

農業生産法人
等

研究成果

品
種

権利化等

育成者権

秘匿
（F1品種）

移転手法

②独占許諾

③譲渡

④秘密保持契
約に伴う開示

技
術
（栽
培
技
術
も
含
む
。
）

特許権等

ノウハウとし
て秘匿

①通常許諾

⑥通常許諾

⑦独占許諾

⑧譲渡

⑤権利化せずに公知化

⑨秘密保持契
約に伴う開示

知的財産マネジメントの
イメージ例

例えば、
 広範囲に新品種を普及

①＋⑤
（例：ゆめちから等）

 新品種による地域ブラ
ンド化
②＋⑨＋商標
（例：香川県さぬきの夢）

 海外へのブランド展開
②＋⑨＋商標
（例：長野県シナノゴー
ルド）

 先端技術の事業化支援
⑦
（例：べにふうき緑茶を
利用した外用剤）

等、社会還元を加速化する
観点から、ケースバイケー
スで最も適切な方法を採用。

共同研究

共同研究

技術移転

共同研究

技術移転
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プロジェクトの体制変更等の事情変
更に応じ知財合意書の内容の見直し

プロジェクト終了後の知的財産
マネジメント実施体制の見直し

知財運営委員会等による知的財産マネジメントの実施
知財運営委員会の設置等プロ
ジェクトの知的財産マネジメン
ト実施体制の整備

プロジェクト開始前 プロジェクト期間中 プロジェクト終了後

公募時における研究開発の
委託者による知的財産マネ
ジメントに係る基本的な方
針の提示

委託契約書の作成
・日本版バイ・ドール規定の適用の有無
・相当機関活用していない知的財産権の第

三者への実施許諾
・知的財産権の移転等の事前承認
等を含む。

プロジェクト参加者間での知的財産の取扱いについての合意
書の策定
・知的財産権の帰属
・知的財産権の実施許諾
・サブライセンス権付き通常実施権の許諾
・技術情報等の流出防止
・プロジェクト体制の変更への対応
・プロジェクト終了後における受託者の権利・義務
等をプロジェクト参加者間でルール化

○ 経済産業省では、国の委託研究開発プロジェクトの担当者が知的財産マネジメントを実施するに当
たり考慮すべきと考えられる事項について、平成27年５月に『知的財産マネジメントに関する運用ガ
イドライン』として取りまとめ。

○ 平成２７年７月以降に公募を開始する経済産業省系の委託研究プロジェクトに適用されるとともに、
内閣官房及び経済産業省から関係府省に対し、本ガイドラインを参考としつつ、関係府省も国の委託研
究開発プロジェクトにおける知的財産マネジメントのあり方を検討するよう要請。

〇経済産業省における知的財産マネジメントに関する運用ガイドラインの概要
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知的財産の取扱いに関する論点（案） 

 

 

 

○ 研究開発を効果的・効率的に推進し、事業の成功を通じた社会還

元を加速化するため、「知」の集積と活用の場の取組においても、

研究開発の企画・立案の段階から、事業化・商品化に必要となる知

的財産の体系的な収集・整理、研究開発内容の特性に応じた関係機

関間での知的財産の適切な取扱いルールの検討を行うことが必要

ではないか。 

 

 

 

○ 研究テーマによっては独占的な許諾を選択肢に含めるなど、発明

時における権利化・秘匿化・公知化や、権利化後の特許等の開放あ

るいは独占的な実施許諾等の多様な選択肢の中から、具体的なビジ

ネスプランを想定しつつ、最も適切な方法を見出すために、どのよ

うな点に留意する必要があるか。 

 

 

 

○ 「知」の集積と活用の場において、異分野の民間企業等が農林水

産・食品分野の研究開発を実施するに当たり、参画のインセンティ

ブとして、知的財産を含めどのような情報を提供していくことが有

効か。 
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